
うち交付金充当額

電力・ガス・食料品等価格高騰
重点支援給付金給付事業
【低所得者世帯給付金】

157,260,000 157,260,000
交付の条件に該当する
申請者への交付100％

交付の条件に該当する申
請者への交付100％
交付件数：5,242世帯

電力・ガス・食料品等価格高騰
重点支援給付金給付事業
（事務費）

6,418,490 6,418,490
交付の条件に該当する
申請者への交付100％

交付の条件に該当する申
請者への交付100％
交付件数：5,242世帯

欠番

水道料金（基本料金）減額事業 110,794,300 110,794,300
該当者への減額対応実
施100％

該当者への減額対応実施
100％

水道料金減額相当支援給付事業 578,920 578,920
該当者への支援給付対
応実施100％

該当する申請者への支援
給付対応実施100％
申請率
・大谷地区  　76.9％
・小水道区域　66.7％

障害福祉サービス事業所物価高
騰対策支援事業

3,800,000 3,800,000
該当事業所への交付
100％

交付要件該当事業所への
交付100％
交付件数　36件

介護サービス事業所物価高騰対
策支援事業

14,300,000 14,300,000
該当事業所への交付
100％

交付要件該当事業所への
交付100％
交付件数　47法人

保育所等及び放課後児童クラブ
物価高騰対策支援事業

4,083,306 2,049,306
該当事業所への交付
100％

交付要件該当事業所への
交付100％
交付件数　　20件

欠番

妊娠出産子育て支援交付金 15,400,000 814,000 該当者への交付100％

該当する申請者への交付
100％
交付件数
出産応援給付金 　159件
子育て応援給付金 149件

　コロナ禍における物価高騰への対応として、出産予定世帯及び子育て世帯に対
し、出産・子育て応援交付金を支給することにより、安定した出産及び子育ての環
境を確保できるようにする。

　コロナ禍において物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
・給付金額　令和5年度分の住民税非課税世帯1世帯あたり3万円

　コロナ禍において物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持するにあたって必要な事務経費
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　コロナ禍における物価高騰への対応として、一般家庭向けに多く設置されている
水道メーター口径13mm及び20mmの使用者を対象に、水道料金の基本料金を減額する
ことにより、市民等の生活や暮らしへの支援を行う。
　なお、公共施設は対象から除く。

　コロナ禍における物価高騰への対応として、他市水道へ料金支払いをする大谷地
区等の市民等および小水道区域の市民等を対象に、水道料金減額相当分を支援給付
金として給付することにより、市民等の生活や暮らしへの支援を行う。
【NO.7の該当にならない一部の市民等への救済措置として、減額相当分を補助す
る。】

　コロナ禍における物価高騰への対応として、障害福祉サービス事業所に対し、支
援金を交付することにより、安定したサービスが提供できるようにする。
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　コロナ禍における物価高騰への対応として、介護サービス事業所等に対し、支援
金を交付することにより、安定したサービスが提供できるようにする。

　コロナ禍における物価高騰への対応として、保育所等及び放課後児童クラブに対
し、支援金を交付することにより、安定的な運営を確保する。

　妊娠期から出産・子育てまでを一貫して相談に応じる伴走型相談支援とと
もに交付金を支給する経済的支援を行うことで、妊婦及び子育て世帯が安心
して出産・子育てができ、経済的な負担軽減につながると考える。

　支援金を交付することにより、介護報酬では反映されない光熱水費・燃料
費等の物価高騰分を補填することが出来て助かったとの声があった。

　各事業所から「光熱費や燃料費の支出が増加している中、補助金の交付は
とても助かる」との声があった。

事業

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとともに、感染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し、地方創生を図ることを目的として、
国において創設されました。
　本市では物価高騰対策支援などの８事業を令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画に計上し、事業を行いました。
　令和５年度の実施計画に計上した事業が終了したことに伴い、事業の検証を行いました。事業の概要等は次のとおりです。

番号
事業総額（円）

2

3～6

事業名

1

10

13
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　補助金による支援を行ったことで、利用者の負担を増やすことなく継続的
に事業を実施していくための、施設の運営体制の安定化を図ることができ
た。

令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業について

　一般家庭向けとして多く設置されている水道メーターを対象として水道料
金減額相当分を給付することにより、市民等への生活支援を行うことができ
た。

　一般家庭向けとして多く設置されている水道メーターを対象として水道料
金を減額することにより、市民等への生活支援を行うことができた。

事業担当課による検証内容もしくは受益者による評価

　事務費を使用することにより迅速に低所得の方々に補助金を支給すること
ができた。

　コロナ過において物価高騰が続く中で低所得世帯に対し補助金を交付する
ことにより、低所得者の方々の生活を維持することができた。
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